
会員数 会員数 会員数 入　会 会員数 会員数 入　会 会員数
2022.9.30 2022.10.31 2022.9.30 退　会 2022.10.31 2022.9.30 退　会 2022.10.31

46 46 2 2 13 13 61 62

129 129 5 5 16 16 150 160

329 329 7 7 23 23 359 366

92 2 90 3 3 20 20 113 117

35 35 3 3 10 10 48 54

158 1 157 8 8 16 16 181 189

115 115 6 6 14 14 135 140

60 60 1 1 3 3 64 67
1

216 1 215 8 9 20 20 244 249

28 28 3 3 3 3 34 34
1

1,208 4 1,204 46 47 138 138 1,389 1,438

4 4 1 1 26 26 31 31
1

1,212 4 1,208 47 48 164 164 1,420 1,469
※2支部又は2県以上にわたり事業を経営している事業者

関 東

会　　　　　　　員　　　　　　　数　（　10月度　）
2022.10.31

正　　　　会　　　　員 準　　　会　　　員 賛　　助　　会　　員
会員総数

支 部
会員総数入　会 退　会

北海道

東 北

沖 縄

小 計

本 部

合 計

東 海

北 陸

近 畿

中 国

四 国

九 州
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区分 会員 会　　員 入会申込 登　　録 地点 登　録 入　会
支部 種別 代 表 者 年 月 日 年 月 日 群数 地点数 年月日

九　州 準
㈱グッドライフエネルギー
本社

代表取締役社長
近松　敬倫

代表取締役社長
近松　敬倫

812-0011
福岡県福岡市博多区博多駅前
2-17-8-3Ｆ

2022年10月20日 2022年10月20日

１０月　度　入　会　員　概　要　

事　業　者　名 代　表　者 〒 住　　　所



区分

支部

東 海 正 ヤマサ共和ライフ㈱
代表取締役
森　浩英

456-0004 愛知県名古屋市熱田区桜田町２０－１８ 事業合併

東 海 正 愛北液化ガス協同組合
代表理事
岩田　進市

483-8431 愛知県江南市東野町神田６ 事業譲渡

近 畿 正 ㈱オクジ
代表取締役
奥野　大輔

596-0077 大阪府岸和田市上町１０－１０ 事業廃止

九 州 正 ㈱安部信男商店
代表取締役
安部　和成

870-0125 大分県大分市大字松岡１２７７－１ 事業譲渡

10月　度　退　会　員　名

会員種別 事　　業　　者 代　表　者 〒 所　　　　　　在　　　　　　地 摘　　　　　要



会員数 会員数 会員数 入　会 会員数 会員数 入　会 会員数
2022.10.31 2022.11.30 2022.10.31 退　会 2022.11.30 2022.10.31 退　会 2022.11.30

46 46 2 1 1 13 13 60 61

129 129 5 5 16 16 150 160

329 1 328 7 7 23 1 22 357 364

90 90 3 3 20 20 113 117

35 35 3 3 10 10 48 54

157 157 8 8 16 16 181 189

115 115 6 6 14 14 135 140

60 60 1 1 3 3 64 67

215 215 9 9 20 20 244 249

28 28 3 3 3 3 34 34

1,204 1 1,203 47 1 46 138 1 137 1,386 1,435

4 4 1 1 26 26 31 31

1,208 1 1,207 48 1 47 164 1 163 1,417 1,466
※2支部又は2県以上にわたり事業を経営している事業者

沖 縄

小 計

本 部

合 計

東 海

北 陸

近 畿

中 国

四 国

九 州

支 部
会員総数入　会 退　会

北海道

東 北

関 東

会　　　　　　　員　　　　　　　数　（　11月度　）
2022.11.30

正　　　　会　　　　員 準　　　会　　　員 賛　　助　　会　　員
会員総数
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区分

支部

北 海 道 準 大湧工業㈲
代表取締役
佐野 　琢

099-0403 北海道紋別郡遠軽町一条通北１丁目
コミュニティーガス事業
の見込みがないため

関 東 賛助 栄光設備㈱
代表取締役
渡辺　克仁

403-0012 山梨県富士吉田市旭３－１－５ 事業縮小のため

関 東 正 サーラＥ＆Ｌ静岡㈱
代表取締役社長
清水　敏彦

424-0067 静岡県静岡市清水区鳥坂５３１番地 事業譲渡のため

11月　度　退　会　員　名

会員種別 事　　業　　者 代　表　者 〒 所　　　　　　在　　　　　　地 摘　　　　　要



会員数 会員数 会員数 入　会 会員数 会員数 入　会 会員数
2022.11.30 2022.12.31 2022.11.30 退　会 2022.12.31 2022.11.30 退　会 2022.12.31

46 46 1 1 13 13 60 61

129 129 5 5 16 16 150 160

328 328 7 7 22 22 357 364

90 90 3 3 20 20 113 117

35 35 3 3 10 10 48 54

157 157 8 8 16 16 181 189

115 115 6 6 14 14 135 140

60 60 1 1 3 3 64 67

215 215 9 9 20 20 244 249

28 28 3 3 3 3 34 34

1,203 1,203 46 46 137 137 1,386 1,435

4 4 1 1 26 26 31 31

1,207 1,207 47 47 163 163 1,417 1,466
※2支部又は2県以上にわたり事業を経営している事業者

沖 縄

小 計

本 部

合 計

東 海

北 陸

近 畿

中 国

四 国

九 州

支 部
会員総数入　会 退　会

北海道

東 北

関 東

会　　　　　　　員　　　　　　　数　（　12月度　）
2022.12.31

正　　　　会　　　　員 準　　　会　　　員 賛　　助　　会　　員
会員総数
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２ ０ ２ ３ 年 度 事 業 計 画 の 基 本 方 針  

 

 2023年度事業計画について、次の諸点を基本方針として策定したい。 

   

１．新型コロナウイルス感染症への対応 

  新型コロナウイルス感染症の収束の目途は不透明であるので、人と人との接触を可能な限り 

削減する状況にあっても、ガスの安定供給が実施されるよう、各種周知・要請、人材育成並びに 

情報提供等を実施する。 

（１）国からの要請への対応 

協会の業務に係る国の要請があれば、ガス事業者へ周知・啓発する。 

（２）理事会、委員会等への対応 

感染拡大防止のため、内容に応じ、リモート会議システム又は書面審議を積極的に

利用して開催する。参集しての開催が必要な場合には、感染防止策を講じた上で開催

する。 

（３）協会主催の講習会への対応 

協会が主催する各種講習会については、開催時期における流行を鑑み、開催する場

合には、充分な感染防止策を講じた上で実施する。 

また、調査員再講習会・PE管再講習会については支部の状況に応じ、2022年度同様

に資格有効期間の延長又は自宅学習方式により対応する。 

（４）その他 

新型コロナウイルスによる感染状況を踏まえ、必要な対応が求められる場合には、

その対応内容を検討し、周知・要請する。 

２．ガス事業法遵守に向けたフォローアップ 

（１）ガス事業法における規制や報告手続等の周知・徹底 

（２）経過措置料金規制団地への継続的な対応支援 

（３）Ｑ＆Ａ（業務編）及び申請書・届出書記載例（業務編）のフォロー 

（４）2023年標準係数改訂対応 

３．CN時代に向けたコミュニティーガスの在り方に関する調査・検討 

レジリエンスに強みがあるLPガスと地域エネルギー供給に強みのある導管供給、双方

の特性を兼ね備えるコミュニティーガスを、ＣＮ時代を見据え、そこに至るまでのトラ

ンジション期間にも有効なシステムとして評価されるようCN団地モデルの検討を行う。 

４．保安規制遵守のための周知・啓発 

（１）コミュニティーガス事業における技術・保安の規制内容に関し、必要に応じ、会員 

事業者へ周知・啓発する。 

（２）技術・保安の図書類の改訂を適宜実施し、会員事業者へ周知・啓発する。 

2022年度第377回理事会
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５．技術・保安水準の向上 

ガス安全高度化計画2030を踏まえ、保安講習会や保安関係諸運動等の機会を通じて、 

以下の事項を会員事業者へ周知・啓発する。 

（１）ガス事故防止対策 

① 特定製造所における事故防止 

② 他社工事における事故防止 

③ 導管工事における事故防止 

④ 消費機器に係る事故防止 

（２）経年管対策及びガス工作物の維持管理 

 ① 事業者資産の導管改修 

的確なリスク評価に基づく優先順位付けを行う等、効果的な対策を講ずるよう、 

啓発する。 

② お客様資産の導管改修 

内管改修に関して、根強く顧客折衝を行い、改修を推進するよう啓発する。 

③ ガス工作物の維持管理 

ⅰ）ガス工作物の維持管理について、適切な実施を要請する。 

ⅱ）「スマート保安」技術の導入等に関する国、関係団体等との検討に参画すると 

ともに、必要に応じ会員事業者への当該技術の導入等に関し周知・啓発を行う。 

（３）保安教育資料の作成 

保安規程並びに保安業務規程には、それぞれ該当する保安業務の従事者に対し教育す

ることを定めている。現行では、教育内容は保安規程付属書等の規程類や各種技術図書に

示してある。しかしながら、事業者において保安教育を実施する際、教育内容に対する資料

の準備に分かりづらいケースがみられたため、明確になるよう資料等を作成する。 

（４）防災体制の整備・充実 

① 自然災害への対策 

自然災害への備えとして、昨年度、これまで示してきた地震対策に加え、近年激甚化

する台風・豪雨等への対策も加味した「災害対策マニュアル」を発刊した。 

地震の発生を予測することは困難であるが、台風・豪雨等は予測がある程度可能であ

ることも踏まえ作成したものであり、本マニュアルを広く普及させ保安の向上に努めるよう

啓発する。 

② 防災体制の整備 

災害に強いコミュニティーガス事業を引き続き維持、強化する体制を構築するよ 

う啓発する。 

６．経営基盤の強化 

（１）コミュニティーガスの認知度向上 

① 関係団体（プレハブ建築協会等）との連携した需要開発に資する情報提供 

② 液石専業事業者に対する改正ガス事業法に関する情報提供 

  ③ 需要家に対するコミュニティーガス認知度向上施策継続 
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（２）コミュニティーガスの需要促進 

① 建替・リフォーム時の需要確保と機器販売促進等のための情報提供 

② 会員事業者による顧客接点強化活動の推進支援 

   ③ 新たな普及促進につながる情報提供 

 ７．広報活動 

（１）コミュニティーガス事業のＰＲ強化 

（２）ホームページの充実及び情報化の推進 

（３）ガス関係団体以外への広報活動の強化 

 以上 
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2022 年 12 月 8 日 

（一社）日本コミュニティーガス協会 

 

2022 年度保安向上キャンペーンの実施結果について 

 

１．概要 

2021 年のガス事故は 28 件発生し、前年から 9 件増加であった。製造段階におけるガス事故は 6

件増加し、ヒューマンエラーに係るガス事故も散見された。また、供給段階におけるガス事故は 4

件増加し、そのうち、他工事に起因するもの及び導管工事に起因するものが前年と同程度発生し

た。したがって、それらガス事故防止を防止するため、6 月～8 月の 3 か月間をキャンペーン期間

とし事故防止活動や啓発活動等を実施した。 

 

２．スローガン 

「わたし達は無事故でガスを届けます」 

 

３．キャンペーン結果 

本キャンペーンについて報告のあった会員事業者は 1,094 社であり、87.2％の実施率であった。 

周知活動については、前年度と同等の結果であった。また、他工事や導管工事に起因するガス

事故に関する勉強会については、昨年度から参加者数は減少した。これは、キャンペーン期間 3

か月の中で、今年度は特定製造所に係る勉強会が追加されたことによると考えられる。 

したがって、保安に資する活動は各社において昨年度と同様に取り組まれたと推察する。 

 
表 1 2021 年度の保安向上キャンペーン実施結果 

実施率 

実施事業者数/総事業者数 

2022 年度 2021 年度 

87.2％ 

1,094 社/1,254 社 
88.3% 

1,112 社/1,260 社 

他工事事故防止のため 

の周知活動 

対象需要家 346,290 戸 339,785 戸 

他工事業者 9,354 社 9,331 社 

特定製造所に係る勉強会

（特定製造所で実施） 

参加者数（参加率） 3,561 名（93.4%） ― 

内、委託先 367 名（91.5%） ― 

特定製造所に係る勉強会

（会議室等で実施） 

参加者数（参加率） 9,474 名（93.7%） ― 

内、委託先 466 名（77.8%） ― 

他工事事故防止勉強会 
参加者数（参加率） 15,960 名（94.9%） 21,155 名（93.4％） 

内、委託先 1,077 名（93.7%） 2,222 名（97.3%） 

導管工事事故防止勉強会 
参加者数（参加率） 15,766 名（93.1%） 19,738 名（92.0％） 

内、委託先 1,504 名（86.1%） 2,115 名（82.9%） 

※参加率とは、各社において計画した勉強会に参加すべき人数と実際に参加した人数の比である。 
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４．効果 

本年 12 月 8 日現在ではあるが、製造段階及び供給段階におけるガス事故は減少しており、他工

事及び導管工事に起因するガス事故も減少した。ただし、製造段階のガス事故 2 件のうち 1 件は

ガス切れであった。 

 

表 2 2022 年ガス事故件数（12/8 現在 協会把握分） 

事故件数 
2022 年（12/8 現在） 

前年（2021 年）実績 
 キャンペーン期間中 

合計 14 件 2 件 28 件 

 

製造 2 件 0 件 7 件 

供給 7 件 1 件 17 件 

 （他工事） （3 件） （0 件） （8 件） 

 （導管工事） （0 件） （0 件） （2 件） 

消費 5 件 1 件 4 件 

 

５．まとめ 

今回の保安向上キャンペーンでは、特定製造所のガス事故、供給段階における他工事並びに導

管工事に起因するガス事故の撲滅のため運動を展開した結果、前年と比較するとガス事故に減少

がみられたことから、保安意識の向上に一定程度寄与したと考えられる。 

ただし、製造段階ではガス切れ事故があったこと、また、テーマに取り上げていないものの消

費段階のガス事故が増加していることを踏まえ、今後もガス事故防止へ高く保安意識を保つよ

う、保安教育の徹底と他工事防止の周知啓発活動を継続していく必要がある。 

 
以上 
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 １．副委員長の選任について 

   副委員長の阿部委員が退任したことに伴い、新たに選出することとなった。委員会規程によると副

委員長は委員長が指名することになっており、岡部委員が指名された。 

 

 ２．2023 年度事業計画基本方針（技術・保安）（案）について 

   2023 年度事業計画の基本方針を事務局より説明し、委員の了承を得た。 

  ① 保安規制遵守のための周知・啓発 

  ② 技術・保安水準の向上 

・ガス事故防止対策 

   ・経年管対策及びガス工作物の維持管理 

   ・保安教育資料の作成 

   ・防災体制の整備・充実 

  ③ 新型コロナウイルス感染症対策 

 

 ３．要綱類の改訂について 

   以下の要綱の改訂について事務局より説明し、委員の了承を得た。 

主な改訂内容は、要綱にある様式について事業者からの提出用紙は押印を廃止し日付については

和暦に限定しないこと、また、2017 年施行の改正ガス事業法に伴う条項及び用語の整理を行う。 

しかし、②の要綱の条文に関し一部表現が分かりづらいと意見のあった事項については、事務局で

検討するとした。 

  ① ポリエチレン管配管工事業者登録要綱 

  ② ポリエチレン管配管作業資格者教育訓練及び資格登録要綱 

  ③ 調査員講習会要綱 

 

４．委員報告について 

今井委員長から、前回の技術委員会でバルク貯槽の遮へい板の話をしたが、「特定製造所設備指針」

や「特定ガス工作物 使用前自主検査の手引き」に記載できないか、とあったため、事務局で検討す

るとした。 

 

５．グリーン LP ガス推進官民検討会の審議概要について 

事務局より、標記検討会が開催され、グリーン LP ガス製造技術開発に関する 8 つのプロジェクト

のプレゼンがあり、資料は日本 LP ガス協会 HP にて公開していること等を報告した。 

 

６．地方創生臨時交付金の LPガス料金上昇抑制への活用を促す地方公共団体への働きかけについて 

標記について、経済産業省から、コミュニティーガス事業者に対し配送合理化支援に係る支援が受

けられる旨の通知と、地方創生臨時交付金の活用に関し当協会から地方公共団体へ働きかけるよう
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要請があったことを説明した。 

 

７．関東東北産業保安監督部による令和 3年度立入検査の実施結果について 

事務局より、標記に関し、資料が HP に掲載されていたので紹介した。 

コミュニティーガス関係で、ガス主任技術者が選任されていない、保安規程や保安業務規程で規定

されている保安教育を行っていない等、指摘がされているので、各事業者において参考にし、適切に

実施するよう要請した。 

 

 ８．2022 年度保安向上キャンペーンの実施結果について 

   事務局より標記キャンペーンの実施結果を報告した。 

  ① 実施率 87.2％（1,254 社中 1,094 社） 

  ② 勉強会実施状況（参加人数） 

    ・特定製造所関係    13,035 人（内委託先 833 人） 

    ・他工事事故防止 15,960 人（内委託先 1,077 人） 

    ・導管工事事故防止   15,766 人（内委託先 1,504 人） 

  ③ まとめ 

    今年はガス事故件数が低下しており、取り上げたテーマに関するガス事故も減少した。その一方

で、特定製造所関係のガス事故が 1 件ではあるが発生したこと、並びに、テーマに取り上げてい

ないものの消費段階のガス事故が増加していることについては注意喚起をした。 

 

９．災害時における通信手段についてについて 

九州支部から、標記に関し、事業者の通信手段は FAX のみになっているため、停電時等について懸

念されることから、各支部における現状について意見交換を求めた。 

その結果、FAX に限定することなく、複数使用して良いのではないかという意見があった。 

 

以上 


